様式第１号（第７条関係）別紙１
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１　申請者の概要
	１
	名称
	

	２
	所在地
	

	３
	事業概要
	

	４
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第６項に規定する「店舗型性風俗特殊営業」を行っている店舗及びこれに類するものではありません。　
	□



２　運営するアプリ・ウェブサイトの課題・今後の方針等
	運営するアプリ・ウェブサイトの概要・現状
	







	運営するアプリ・ウェブサイトの課題
	

	上記の現状と課題を踏まえた
バリアフリー情報の提供を充実させるための方針
	












３　補助事業詳細
	補助事業名
	名称：

	
	該当するものにチェックをつけてください。
□　観光施設に関する情報の充実または観光施設に関する情報の発信に際して旅行者の利便性向上を図るもの
□　多言語に対応した情報発信機能を追加するもの

	具体的な補助事業内容・追加する機能の詳細
	
[bookmark: _GoBack]

	実施体制（本計画の実施に係る社内外の組織・人員体制（社内での役割分担、人数、経験・スキル等のほか、社外の企業、大学等と連携して行う場合は、その連携内容）、人材確保・育成計画、及び、実施場所・設備について、記載してください。）
	

	補助事業実施後の展望や実施計画等
	

	知的財産権対応（本計画の実施に係る知的財産権の取得、実施許諾状況等について、記載してください。）
		権利の種類
（特許権、実用新案権、意匠権、商標権等）
	発明等の名称
	出願番号
（特願〇〇－〇〇〇）
公開番号、公表番号
（特開、特表〇〇－〇〇）
登録番号
（特許〇〇〇〇）
	取得国、出願国
	進捗状況
（登録・保有済、出願済、出願予定、実施許諾済、実施許諾交渉中、実施許諾交渉予定）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	[特記事項]先行技術調査の状況、実施許諾の交渉状況など




	法的課題等（知的財産権対応以外の法的課題（必要な許認可、法改正など）の有無、法的課題が有る場合の対応策・スケジュールについて、記載してください。）
※必要な規格認証対応も含む
	

	スケジュール・工程
※契約・発注から施工、納品、
支出、実績報告までを記入
してください。
※交付決定前の契約・発注は
対象外です。
	時　　期
	実　　施　　内　　容

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	
	　　   年   月
	

	事業実施を請け負う企業は、親会社、子会社、グループ会社等関連会社ではありません。□
※該当する場合は、別途理由書（様式任意）を提出してください。親会社、子会社、グループ会社等関連会社とは、
資本関係のある会社、役員及び社員を兼任している会社、代表者の三親等以内の親族が経営する会社等をいいます。








４　交付申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	総事業費
（税込）
	補助対象経費
※消費税及び地方消費税相当額を除く
	交付申請額
(補助対象経費×4/5)
※千円未満は切り捨て

	


	経費内訳
	金 額
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	合計額
	
	



